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静岡県コロナ対策等で今年度2,646億円増加!! 当初予算1兆3,094億円が最終1兆5,740億円に!!

２月県議会　危機管理・くらし環境委員会報告
・危機管理部施策方針、重点施策････①新型コロナウイルス感染症対策推進、②地域防災力の強化、③県･市町の危機管理対応能力の強化。
・「わたしの避難計画」の普及････個人ごとの避難計画の作成により、県民の早期避難意識の向上と災害時の避難行動の明確化を図る。
・デジタル地震防災センターの開設････地震防災センターに来館しなくてもインターネットで館内の啓発展示物の見学を疑似体験できる。
・富士山火山防災対策の推進････令和3年の富士山ハザードマップ改定に伴い、新たな火山災害リスクに対応した広域避難計画を策定中。
・第6回全国緊急消防援助隊訓練････11月12日富士山静岡空港西側で南海トラフ地震に迅速に対応できるよう総務庁と合同で実施する。
・浜岡地域原子力災害広域避難計画････未策定の焼津市、藤枝市の避難計画策定に向け、自家用車からバスに乗り換える県内の駐車場所 
   や避難先県において避難先を案内する避難経由所の確保・選定を進めている。
・基地等、最近の状況････東富士演習場で昨年、米軍射撃訓練で場外着弾があり、申入れをした。3月4日から日米共同訓練が実施される。
・交通安全対策推進････令和3年、交通事故発生19,382件(高齢者6,879、自転車3,001)、死者数89人(高齢者46)、負傷者24,408人。
・県パートナーシップ宣誓制度導入････同性カップルなど様々な事情から婚姻できない、悩みや生きづらさを抱えている県民の方々の気持ち
   を尊重し、人生のパートナーと協力しながら、誰もが自分らしく、安心して生活できる環境整備を目指すため導入する。
・旅券発給電子申請の導入････外務省は4年度末から「継続で切替の場合」の電子申請導入を計画している。新規申請は６年度に向け検討。
・空き家活用促進事業････県版空き家バンクを創設し、市町や関係団体と連携し、市場に流通のない空き家を掘り起こし、住み替えを促進。
・耐震改修施策の推進････「TOUKAI-0」の総仕上げ、令和７年まで木造住宅耐震補強助成を毎年1,000戸目標に取組を強化する。
・大規模盛土造成地の安全対策････大規模地震時における宅地の滑動崩落による被害を防止するため、市町連携で造成地の安全対策推進。
・県営住宅総合再生整備事業の推進････昭和40～50年代の住宅団地を、令和4年新規、大規模建替1・建替4・居住改善2により再整備。

　コロナ感染者は第5波の8月19日に675人、第6波は2月8日2,066人を記録し、2月20日には、最大確保病床数614床の内、72%余445人が
入院した。3月に入っても感染者は高止まりで、コロナ受入医療機関の一般病床使用率80%以上の病院は60%以上。　コロナ感染や濃厚接
触の休職医師数は最大時26人、看護師は183人となり、医療崩壊寸前の状況となっている。
　県は、蔓延防止等措置の延長を政府に要請、飲食店等に短時間営業や酒類提供の制限、売上額減少3～4割の企業に1日当たり上限20
万円協力金を支給。さらに介護事業所で感染者が発生した場合、療養費用1人30万円や感染防止対策費などを助成する。
　さらに世界的な原油・飼料価格高騰により、農業・漁業者を緊急支援のため、事業費助成17億5,400万円の追加補正予算を計上。

農林水産物･食品輸出額1兆円突破!!  2030年までに5兆円目標!!清水港の連携計画認定全国1号!! 
　農水省が昨年の農林水産物・食品の輸出額が、前年比25.6％増の1兆2,385億円と発表した。輸出額上位3品目は、1位がアルコール飲
料（1,147億円、前年比61.4％増）、2位はホタテ貝（639億円、2.04倍）、3位は牛肉（537億円、85.9％増）となった。
　輸出額は、1位が中国（2,224億円、前年比35.2％増）、2位は香港（2,190億円、6.0％増）、3位は米国（1,683億円、41.2％増）となった。
　清水港では、生鮮野菜や果物などの農産物輸出拠点港を目指す取り組みが本格的に始動した。中部横断自動車道の開通で静岡・山梨・
長野・新潟4県から、また清水港と大分港と貨物定期航路で九州各地から多彩な農産物を集めることが可能なため、日本の農産物人気が
高い台湾、香港、シンガポール、マレーシアに輸出する「産地・港湾連携型農林水産物・食品輸出促進計画」が全国第Ⅰ号として認定された。
品目はイチゴ、ミカン、メロン、ワサビ、ブドウ、モモ、リンゴ、かんきつ、かんしょ、キャベツ等で今後、清水港で実証実験、温度・衛生管理が可能
な荷捌き施設やコールドチェーン確保に必要な電源施設などの整備支援される。

政府は令和4年度から5年間にわたり、子どもを性的被害から守るための基本計画を策定する。
　新計画案では、現行計画施策に加え、「生命の安全教育」など新たな動きを加えている。4月に設定「若年層の性暴力被害予防月間」で、ア
ダルトビデオへの出演強要などの被害者とならないようにする啓発活動や、被害者となった際の相談先の周知を進める。
　ＳＮＳについては被害者を生まないように人工知能を使って不適切な書き込みを見つけるなどの施策を掲げると同時に、被害者らから
の相談を受け付ける窓口として活用する。学校教員による加害を防ぐため、児童・生徒に対して性暴力を働いた教員は原則として懲戒免職
とし、過去40年間処分歴も確認できる。教員が児童・生徒との間で私的にＳＮＳを利用しないことの明確化も盛り込んでいる。この他、「情報
モラル教育の充実」、被害に遭った児童・生徒を早期発見・支援のスクールカウンセラーの配置など。

東日本大震災から11年が経過!!全国の避難者は3万8,139人。4割強14市町村は式典を行わない。
　死者は1万5,900人、行方不明者は2,523人。災害関連死は3,786人になった。最大12万戸あった仮設住宅は約750戸に減った。
　原発事故に伴う福島県内の避難指示は、双葉町など７市町村に残る帰還困難区域で続いているが、除染や公共インフラの復旧が進み、
大熊町などでは今春の一部解除を目指している。双葉町は、復興事業の影響で予算規模は増えた一方、町が使途を決められる住民税など
の税収は減少したままだ。全町避難が続く双葉町の伊沢町長は「帰還が始まっても、住民が戻らなければ交付金が入ってこない。町政運営
が立ち行かなくなる。原発避難者は、特例法で住民票を避難先に移す必要がない。富岡町の居住人口は約1,800人だが、住民登録人口は
約1万2千人に上る。特例が無くなれば、働く世帯などは一気に流失してしまう可能性がある。

　皆様のご支援のお陰で、県議として15年になります。当初から取組んでいる志太地域の主要幹線道路、志太中央幹線、小川島田幹線で
すが、道路用地取得が移転地等の課題で難航し、県職員が苦労して予算化しても残念な結果に申し訳ない思いです。漸く進展に向け交渉
が進み始めています。渋滞解消や安全な道づくりに更に取り組んでまいります。これからも、ご指導の程、宜しくお願い申し上げます。

『義農  石上清兵衛』の胸像は
高柳神社境内に設置された。

防疫対策の強化････パンデミックに備え、ワクチン・治療薬の国内開発の促進や、対策の拠点となる本県独自の管理センターの設置など。
将来の新興・再興感染症への備え････「（仮称）ふじのくに感染症管理センター」は、三島市の静岡県総合健康センターを活用案の了承。
地震・津波対策････防潮堤や、命山、避難タワー等の津波避難施設の整備などにより、令和４年度末目標の犠牲者8割減を目指す。
県土強靱化の推進････道路の防災対策、河川・港湾等の整備、治山ダムの設置、道路や河川堤防の除草・防草対策などの予算に盛込む。
熱海市土石流災害への対応････ 年度内に新設の砂防堰堤工事に着手。盛土に特化した新しい条例を制定する。盛土対策課を新設す。
安全な生活確保と交通安全推進････児童虐待事案は警察官増員体制強化。人身事故19,382件、死者数89人、昭和28年以降、最少を記録。
ふじのくにバーチャルメディカルカレッジ････医学修学研修者578人が県内病院に従事。全国最大規模の医学修学研修資金の貸与促進。
骨髄移植の推進････ドナーや勤務先の負担を軽減する助成制度を創設し、安心して骨髄提供ができる環境を整備。
健康寿命の延伸････男女とも全国5位｡社会健康医学大学院大学の減塩対策や血圧測定、実証実験と効果検証､科学的に基づき取組む。
障害のある人との共生社会実現････「医療的ケア児支援センター」を設置し、専門的な相談、情報提供等関係機関との連携の強化を図る。
デジタル社会の形成････ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の導入促進を加速。「誰一人取り残さない」デジタル社会を目指す。
脱炭素社会の構築････地球温暖化に迅速かつ的確に対応していくため、2050年までに脱炭素社会を実現することを長期目標。
再生可能エネルギーの導入・利用促進････日照環境や豊かな水、森林等の地域資源を活かし、再生可能エネルギーの導入拡大。
技術革新の推進････次世代自動車センター浜松を中心とした製品開発強化。工業技術研究所を拠点としたデジタルものづくりの支援。
特別支援学校の整備････静岡地区新たな特別支援学校整備。富士東高等学校内、小山高等学校内に、高等部の分校の整備。
県立学校の老朽化対策････来年度は2校4棟の建替設計に着手。県立高校の普通教室への空調設備完了、特別教室への整備を推進。
農業････ブランド力の強化。茶園集積・集約化を図る区画整理等推進。新たな認証制度の創設など環境負荷の軽減。

2月県議会知事報告 令和４年度　基本方針①「人づくり・富づくりを具体化する取組」②「生産性の高い持続可能な行政運営」

令和 5 年に開校予定の県立
夜間中学は磐田市「天平の
まち」3階に本校を設置する

菊川の茶業研究センターは
令和 6 年度末に改築完成

富士山静岡空港西側県有地
は集客施設を整備計画する
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今期は後期総合計画策定、まち･ひと･しごと創生総合戦略評価、次年度事業･予算の審査で盛り沢山!!

東静岡駅前に県立図書館を
全館移転、建築パース画像

県政課題について所信 　
　新型コロナワクチン3回
目接種を加速。
　｢利他の精神｣に支えら
れた経済の再生。
　多様性を認め合う包摂
性のある社会の実現。
    環境と経済の両立｢地域
循環共生圏｣の形成。
 命の水と自然環境保全。
　｢SDGｓのモデル県｣持
続可能な発展を実現。

静岡県政に対するご意見
ご要望をお寄せください。

静岡県議会報告
2022年3月号

①有識者会議の目的･････今後の水資源利用や環境保全へのＪＲ東海の取組みに対して具体的な助言・指導等を行うことを目的とする。
　有識者会議は、第 1回 2020 年 4月 27 日から第 13 回 2021 年 12 月 19 日まで議論を重ね、中間報告まで、1年 8か月要した。
②水資源に関する 2つの論点･････対話を要する事項の内、水資源に関する 2つの論点を科学的・工学的な観点から議論する。
　⑴トンネル湧水の全量の大井川表流水への戻し方　　⑵ トンネルによる大井川中下流域の地下水への影響について
③ＪＲの変化････当初、ＪＲ東海は必要なデータの提示が不十分で説得型説明であった。双方向型説明に変更すべきと、有識者会議の認識が示された。
　改善を指摘し、解析度に不確実性があるＪＲ東海の水収支解析モデルの解析結果を重視した説明を改めさせた。紙の説明資料提出型に変わった。
④中下流域の河川流量を維持するためには、トンネル湧水の全量戻しが必要
　　中下流域の地下水の主要な涵養源は、近傍の降水と中下流域の表流水であり、中下流域の表流水は、上流域の浅部の地下水が上流域で湧出し、
　表流水として流れてきたものが主な源であることが推測される。　　
　　導水路トンネル出口（椹島）よりも上流側の河川流量はトンネル掘削と共に減少する。また、下流側の河川流量は、山体内に貯留されている地 
　下水が導水路トンネル等により大井川に戻されるため、一時的に増加し、トンネル掘削完了後はやがて定常状態に落ち着くことになるが、いずれ
　の段階においてもトンネル湧水量の全量を大井川に戻すことで中下流域の河川流量は維持されることが示された。
⑤トンネル掘削に伴う中下流域の地下水への影響･････影響は極めて小さいと推測されるが《ＪＲ東海モデルも静岡市モデルも解析精度高くない》
　県としては影響が小さいと推測しても、全体量が減ることは容認できない。下流地下水への影響を及ぼすリスクが無くなった訳ではない。
⑥工事期間中のトンネル湧水の県外流出の影響･････先進抗貫通までの約 10 か月間に県境付近で発生するトンネル湧水が県外流出した場合の水収支
　解析では、中下流域の河川流量は維持される結果になったが、解析結果は不確実性を伴う。この県外流出分を大井川に全量戻さなければ静岡県が
　求める全量戻しとならない。
⑦リスクへの対応･････推計されたトンネル湧水量は確定的なものではなく、また、突発湧水等の不測の事態が生じる可能性がある。ＪＲ東海にはリ
　スク管理の基本的な考え方を提示させた。モニタリングも含めた管理体制等の具体的な進め方については静岡県等と調整すべきである。
　地下水の影響の出方は、時間が掛かる。その時の対応･･･
中間報告に対する県の見解････静岡県としては、「現状では、南アルプストンネル工事を認めることの状況にはない」と考えている。
　大井川水資源問題について、県の専門部会で対話を再開できる素地ができた。一方、工事中のトンネル湧水の全量戻し方については、解決策
が示されておらず、水温を含む水質への影響、発生土の具体的な処理方法などについても課題として残された。生態系への影響については、地
下水位 300ｍ低下することが示されたが、有識者会議ではそれ以上の議論はされていない。ＪＲ東海からも回避・低減策は示されていない。

中間報告 県の認識（難波副知事の説明）

「大井川水資源問題に関する中間報告」くらし環境委員会「リニア新幹線トンネル工事」集中審査

くらし環境部審査

危機管理部審査


